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もある。戸波江二教授の原審での意見書 6頁（2007年 1月 31 日）等参照。


































































































































































































































10) 佐々木弘通「『人権』論・思想良心の自由・国歌斉唱」成城法学 66 号（2001 年）1頁
参照。
11) 前掲注 4）最大判昭和 31・7・4 民集 10巻 7号 785頁。
12) 南九州税理士会政治献金事件・最判平成 8・3・19民集 50巻 3号 615頁，群馬司法書
























13) 佐々木・前掲注 10）論文 47 頁参照。同「『国歌の斉唱』行為の強制と教員の内心の
自由」法セ 595号（2004年）42頁も参照。
14) 最判平成 8・3・8 民集 50巻 3号 469頁。
15) 佐々木・前掲注 10）論文 48 頁。
16) いわゆる二重の基準論を肯定したものと解される判例として，薬局距離制限事件・最
大判昭和 50・4・30民集 29巻 4号 572頁，北方ジャーナル事件・最大判昭和 61・6・11






















































































判決・最大判昭和 48・4・4 刑集 27 巻 3号 265頁がある。








































































23) 前科照会事件・最判昭和 56・4・14 民集 35巻 3号 620頁の伊藤正己補足意見，その
他に博多駅事件・最大決昭和 44・11・26 刑集 23巻 11号 1490頁など。芦部信喜〔高橋
和之補訂〕『憲法〔第 4版〕』（岩波書店，2007年）121頁参照。
24) 成田新法事件・最大判平成 4・7・1民集 46 巻 5号 437 頁。「高度かつ緊急の必要性が
ある」とする。
25) 「よど号」ハイ・ジャック新聞記事抹消事件・最大判昭和 58・6・22民集 37 巻 5号
793頁。
26) 薬局距離制限事件・前掲注 16）最大判昭和 50・4・30民集 29巻 4号 572頁。ただし，
「重要な公共の利益」とする。



























28) 戸別訪問事件・最判昭和 56・6・15刑集 35巻 4号 205号。
29) 猿払事件・最大判昭和 49・11・6 刑集 28 巻 9号 393頁。



























31) 最大決平成 7・7・5民集 49巻 7号 1789頁。












































は，公務員が「全体の奉仕者」であるとする憲法 15 条 2項を出発点とし，地
方公務員法 30 条・32 条，学校教育法 18条 2号，学校教育法（平成 11 年法律

















































































































































































































































































































39) 田中二郎『新版行政法中巻〔全訂第 2版〕』（弘文堂，1976年）257 頁参照。





















































43) 最大判昭和 28・4・8 刑集 7 巻 4 号 775頁，最大判昭和 33・4・16 刑集 12巻 6号 942
頁等。
44) 芦部信喜『憲法学Ⅱ人権総論』（有斐閣，1994年）253頁。全逓東京中郵事件・最大




46) 全逓東京中郵事件・前掲注 44）最大判昭和 41・10・26 刑集 20巻 8 号 901頁。都教
組事件・最大判昭和 44・4・2刑集 23巻 5号 305頁，仙台全司法事件・最大判昭和 44・


























47) 猿払事件・旭川地判昭和 43・3・25 下刑集 10巻 3号 293頁。
48) 芦部・前掲注 44）259頁。
49) 全農林警職法事件・最大判昭和 48・4・25刑集 27 巻 4 号 547 頁。









































































































































































































段審査を意味することは明らかである。そして，（二）の第 2 段落の前半 3 分
の 2 において，目的審査をしたのち，「その目的は正当なもの」としている。










































































本稿は，国歌斉唱義務不存在確認等請求事件（平成 16年〔行ウ〕第 50号，平成 16
年〔行ウ〕第 223 号，平成 16 年〔行ウ〕第 496 号，平成 17 年〔行ウ〕第 235 号）の東
京地方裁判所平成 18年月 21 日判決（判時 1952号 44 頁，判タ 1228 号 88 頁等に掲
載）に対してなされた被告（東京都・東京都教育委員会）控訴事件（平成 19 年〔行
コ〕第 245号）の係属した東京高等裁判所に提出した「意見書」に必要最低限の誤
植および表現の修正を施したものである。この意見書に基づき，2008年 10 月 21
日に開催された口頭弁論において，筆者が証人として召喚されて尋問がなされた。
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